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第１．これまでの検討経緯 

１．専門調査会における検討 

消費者契約法専門調査会（以下「専門調査会」という。）では、第 11 回以降、

不当条項の類型の追加について検討が行われ、その結果は消費者契約法専門調査

会報告書（以下「報告書」という。）において取りまとめられた1。 

 

【報告書の概要】 

①債務不履行の規定に基づく解除権又は瑕疵担保責任の規定に基づく解除権

をあらかじめ放棄させる条項を例外なく無効とする規定を設けることとす

る。 

②法第 10 条第一要件を改正し、これに該当する消費者契約の条項の例示とし

て、消費者の不作為をもって当該消費者が新たな契約の申込み又は承諾の

意思表示をしたものとみなす条項を挙げることとする。 

③上記①・②以外の契約条項の類型（注）については、更なる事例の収集・分

析を経た上で、類型的に不当性が高いといえるものを抽出し、対象となる契

約条項を例外なく無効とする規定、又は、対象となる契約条項のうち一定の

ものを無効とする規定を設けることについて引き続き検討を行うべきであ

る。 

（注）報告書では、規定を設けることを検討することが考えられる具体的な契約条項の

類型として、ⓐ消費者の解除権・解約権をあらかじめ放棄させ又は制限する条項、

ⓑ事業者に当該条項がなければ認められない解除権・解約権を付与し又は当該条項

がない場合に比し事業者の解除権・解約権の要件を緩和する条項、ⓒ消費者の一定

の作為又は不作為をもって消費者の意思表示があったものと擬制する条項、ⓓ契約

文言の解釈権限を事業者のみに付与する条項、及び、法律若しくは契約に基づく当

事者の権利・義務の発生要件該当性若しくはその権利・義務の内容についての決定

権限を事業者のみに付与する条項、ⓔ本来であれば全部無効となるべき条項に、そ

の効力を強行法規によって無効とされない範囲に限定する趣旨の文言を加えたも

の（サルベージ条項）及びⓕ事業者の軽過失により消費者の生命又は身体に生じた

損害を賠償する責任の一部を免除する条項等が挙げられている。 

 

２．報告書以降の経緯 

報告書を踏まえ、消費者庁は消費者契約法を改正する法律案を第 190 回通常国

会に提出し、改正法が平成 28 年５月 25 日に成立した。不当条項の類型の追加に

ついては、債務不履行の規定に基づく解除権又は瑕疵担保責任の規定に基づく解

除権をあらかじめ放棄させる条項（上記①）は８条の２として条文化され、また、

第 10 条第一要件に該当する条項の例示として、消費者の不作為をもって当該消

                         
1 報告書８頁以下。 
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費者が新たな契約の申込み又は承諾の意思表示をしたものとみなす条項が規定さ

れた（上記②）。 

さらに、報告書（上記③）を踏まえ、上記①・②以外の契約条項の類型につい

て消費者庁及び消費者委員会において更なる事例の収集・分析を行った。その結

果は、「第２．」以下のとおりである。 

 

規定を設けることを検討することが 

考えられる具体的な契約条項の類型 
対 応 

ⓐ消費者の解除権・解約権をあらかじめ

放棄させ又は制限する条項 

【平成 28 年改正】 

債務不履行・瑕疵担保責任に基づく解

除権を放棄させる条項を無効とする規

定の新設（第８条の２） 

ⓑ事業者に当該条項がなければ認められ

ない解除権・解約権を付与し又は当該

条項がない場合に比し事業者の解除

権・解約権の要件を緩和する条項 

○消費者の後見等の開始を解除事由と

する条項（本資料「第２．」） 

ⓒ消費者の一定の作為又は不作為をもっ

て消費者の意思表示があったものと擬

制する条項 

【平成 28 年改正】 

消費者の不作為をもって新たな契約の

申込み又は承諾の意思表示とみなす条

項を第一要件の例示として規定（第 10

条） 

ⓓ契約文言の解釈権限を事業者のみに付

与する条項、及び、法律若しくは契約に

基づく当事者の権利・義務の発生要件

該当性若しくはその権利・義務の内容

についての決定権限を事業者のみに付

与する条項 

○解釈権限付与条項・決定権限付与条

項（本資料「第３．」） 

ⓔ本来であれば全部無効となるべき条項

に、その効力を強行法規によって無効

とされない範囲に限定する趣旨の文言

を加えたもの（サルベージ条項） 

○サルベージ条項（本資料「第４．」） 

ⓕ事業者の軽過失により消費者の生命又

は身体に生じた損害を賠償する責任の

一部を免除する条項 

○人身損害の軽過失一部免除条項（本

資料「第５．」） 
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第２．消費者の後見等の開始を解除事由とする条項 

事業者に当該条項がなければ認められない解除権・解約権を付与し又は当該条

項がない場合に比し事業者の解除権・解約権の要件を緩和する条項について、「事

業者は、当該事業者との間で消費者契約を締結した消費者が後見開始、保佐開始

又は補助開始の審判を受けたときは、当該消費者契約を解除することができるこ

とを定めた条項は、無効とする」という趣旨の規定を設ける考え方について、ど

う考えるか。 

 

条項例 2-1（建物賃貸借の契約書において用いられている条項） 

乙（賃借人）に、次の各号のいずれかの事由が該当するときは、甲（賃

貸人）は、直ちに本契約を解除できる。（中略） 

(6)解散、破産、民事再生、会社整理、会社更生、競売、仮差押、仮処

分、強制執行、成年被後見人、被保佐人の宣告や申し立てを受けた

とき。 

条項例 2-2（インターネット接続サービスの会員規約において用いられている条

項） 

会員が以下のいずれかの項目に該当する場合、弊社は当該会員に事前

に何等通知または催告することなく、本サービスの提供の停止及び会

員資絡の取消をすることができます。（中略） 

６．個人の会員、もしくは法人及びその他の団体の代表者である会員

について、破産の申立があった場合または後見開始の審判を受けた

場合（後略） 

条項例 2-3（宅配クリーニング2の利用規約において用いられている条項） 

当社は、会員が、以下の各号のいずれの事項に該当する場合、事前に

通知又は催告することなく、当該会員について本サービスの利用を一

時的に停止し、又は会員としての登録を取り消すことができます。（中

略） 

(9）死亡した場合又は後見開始、保佐開始若しくは補助開始の審判を

受けた場合（後略） 

 

１．専門調査会における検討 

事業者に当該条項がなければ認められない解除権・解約権を付与し又は当該条

項がない場合に比し事業者の解除権・解約権の要件を緩和する条項については、

                         
2 消費者は会員となり事業者との間でサービス利用契約を締結するが、実際にクリーニング業

務を行うのは当該事業者と提携しているクリーニング業者（提携クリーニング業者）で、当該

事業者は、会員と提携クリーニング業者との間においてクリーニングに関する個別の契約が成

立するよう媒介するという仕組みとなっている。 
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専門調査会における検討を経て、消費者契約法専門調査会中間取りまとめ（以下

「中間取りまとめ」という。）において、以下のように取りまとめられた3。 

 

【中間取りまとめの概要】 

どのような場合に当該条項を無効とする規定を設けるのが適切かについて、当

該条項が消費者に与える不利益のほか、当該条項を無効にすることとしたとき

に実務にどのような影響が生じるかなどを勘案しつつ、引き続き検討すべきで

ある。 

 

中間取りまとめについて集中的な意見受付を実施するとともに、関係団体に対

するヒアリングも行われた（以下「意見受付・ヒアリング」という。）。 

 

【意見受付・ヒアリングにおける主な意見】4 

当該条項が消費者に与える不利益を上回る業務上の必要性・相当性が認められ

る場合を除いて無効である旨の規定を設けるべきであるという意見もあった

が、他方、建物の賃貸借契約における反社会的勢力の排除のための契約の解除

条項や、生命保険契約において保険料の支払いがなされない場合に一定の猶予

期間後に効力を失うとする条項（いわゆる無催告失効条項）、インターネットサ

ービスなどで消費者の安全安心な利用環境を提供するために悪質な利用者に対

し解除や解約を行う条項等への影響を懸念する意見も見られた。 

 

意見受付・ヒアリングにおいて寄せられた意見を踏まえ更に検討した結果、報

告書では、前述「第１．」のとおり、他の契約条項の類型とあわせて引き続き検討

を行うものとして取りまとめられた。具体的には、更なる事例の収集・分析を経

た上で、類型的に不当性が高いといえるものを抽出し、無効とする規定を設ける

ことについて引き続き検討を行うべきであるとされた。 

 

２．事例の収集・分析 

報告書を踏まえ、類型的に不当性が高いといえるものを抽出するという観点か

ら事例の収集・分析を行った結果、当該事業者との間で消費者契約を締結した消

費者が後見、保佐又は補助（以下「後見等」という。）開始の審判を受けたときに

事業者は当該消費者契約を解除することができることを定めた条項を不当条項と

して規律することが考えられる。 

                         
3 中間取りまとめ 39 頁以下。 
4 第 23 回専門調査会資料１「個別論点の検討(11)」〔消費者庁提出資料〕（以下「第 23 回資料

１」という。）33 頁。 
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この条項が建物賃貸借の契約書で用いられていた事案（条項例 2-1）において、

当該条項を法第 10 条により無効とした裁判例として、大阪高裁平成 25 年 10 月

17 日判決がある5。また、後見等の開始を解除事由とする条項は、インターネット

接続サービスの会員規約（条項例 2-2）や、宅配クリーニングの利用規約（条項

例 2-3）等の建物賃貸借以外の継続的契約においても用いられている。 

 

３．検討 

（１）成年後見制度との関係 

成年後見制度とは、精神上の障害により判断能力が不十分であるため契約等の

法律行為における意思決定が困難な人について、後見人等の機関がその判断能力

を補う制度で、判断能力の不十分な人の生命、身体、自由、財産等の権利を擁護

することを目指すものである6。 

ところが、消費者の後見等の開始を解除事由とする条項が適用された場合、消

費者は成年後見制度を利用することで契約が解除され、その契約によって得てい

た便益を得ることができなくなるおそれがあるが、これは、成年後見制度の利用

がかえって消費者に不利益を生じさせる点で成年後見制度の趣旨に反するものと

いえるほか、成年後見人等が選任され、本人の行為能力が制限される部分を補っ

て、本人を代理して契約をすることができるようにするのが成年後見制度の趣旨

であるにもかかわらず、一律に相手方が契約を解除することができるとするのは、

その趣旨に反するものである。これらを踏まえると、当該条項は類型的に不当性

が高いといえるのではないか。 

判断能力の不十分な人を社会全体で支え合うことが高齢社会の喫緊の課題であ

るという観点から平成 28 年に成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28

年法律第 29 号）が制定されるなど7、成年後見制度を活用するための取組みが進

められていることにも沿わないと考えられる。 

                         
5 消費者法ニュース 98 号 283 頁。適格消費者団体が、不動産賃貸業等を営む事業者に対し、

賃借人に対する後見等の開始を解除事由とする条項を含む当該事業者の使用する賃貸借契約書

について差止めを求めた事案。この高裁判決に対して、双方が上告受理を申し立てたものの受

理されなかった結果、当該判決が確定している。 
6 小林昭彦ほか編『一問一答新しい成年後見制度〔新版〕』（商事法務）３頁。 
7 成年後見制度の利用の促進に関する法律第１条は、同法の目的として、「この法律は、認知

症、知的障害その他の精神上の障害があることにより財産の管理又は日常生活等に支障がある

者を社会全体で支え合うことが、高齢社会における喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現

に資すること及び成年後見制度がこれらの者を支える重要な手段であるにもかかわらず十分に

利用されていないことに鑑み、成年後見制度の利用の促進について、その基本理念を定め、国

の責務等を明らかにし、及び基本方針その他の基本となる事項を定めること等により、成年後

見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする」と規定し

ている。 
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（２）建物賃貸借について 

参考になる考え方として、建物賃貸借の契約書における後見等の開始を解除事

由とする条項（条項例2-1）を法第10条により無効とした前述の大阪高裁判決は、

「本件解除条項中で、成年被後見人、被保佐人の審判開始又は申立てを受けたと

きについては、およそ賃借人の経済的破綻とは無関係な事由であって、選任され

た成年後見人や保佐人によって財産管理が行われることになり、むしろ、賃料債

務の履行が確保される事由ということもできるから、これらの事由が発生したか

らといって、賃借人の賃料債務の不履行がないのに、また、賃料債務の不履行が

あっても、相当な期間を定めてする催告を経ることなく、又は契約当事者間の信

頼関係が破壊されていないにもかかわらず、賃貸人に一方的に解除を認める条項

も、信義則に反して消費者の利益を一方的に害するものというべきである」と判

断している。 

 

（３）建物賃貸借以外の継続的契約について 

また、消費者の後見等の開始を解除事由とする条項は、建物賃貸借以外の継続

的契約においても用いられている（条項例 2-2、2-3）。建物賃貸借契約とは異な

り、生活の基盤を継続的に保障するという要請が働かない場合であっても、消費

者が契約によって得ていた便益を得られなくなる点は共通している。また、継続

的契約では、消費者に成年後見人等の法定代理人が選任されたのであれば、今後

はその成年後見人等を代理人として対処すれば足りるのに、一律に契約を解除す

ることができるとする必要も理由もないと考えられる。 

 

（４）規定の在り方 

以上からすると、消費者の後見等の開始を解除事由とする条項は、類型的に不

当性が高いと考えられる。そして、当該条項は、成年後見制度の趣旨に反する点

で信義則に反して消費者の利益を一方的に害するといえるものであり、解除事由

が明確であり事業者の予見可能性も確保されていると考えられることから、例外

なく無効とする規定を設けることが考えられるがどうか。 
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第３．解釈権限付与条項・決定権限付与条項 

解釈権限付与条項及び決定権限付与条項について、次のような規定を設けると

いう考え方について、どう考えるか。 

①「消費者契約のすべての条項について、条項の解釈や当事者の権利・義務の発

生要件該当性の決定は事業者のみが行うものとする条項は、無効とする」とい

う趣旨の規定。 

②「条項の解釈や当事者の権利・義務の発生要件該当性の決定は事業者のみが行

うものとし、かつ、消費者が事業者に対し事業者による解釈や決定について異

議を述べることを排除する条項は、無効とする」という趣旨の規定。 

 

条項例 3-1（ポイント・サービスの会員規約において用いられている条項） 

本規約の解釈等に疑義が生じた場合、当社は、信義誠実の原則に基づ

いて決するよう努め、会員はその決定に従うものとします。（第 15 回

資料１事例 4-4-1） 

条項例 3-2（ウェブサイトを作成・公開・管理等のサービスに関する利用規約に

おいて用いられている条項） 

本規約の解釈を巡って疑義が生じた場合、当社は合理的な範囲でその

解釈を決定できるものとします。 

条項例 3-3（オンライン上のフリーマーケットの利用規約において用いられてい

る条項） 

弊社は、ユーザーが以下の各号のいずれかに該当した場合又は該当し

たと弊社が判断した場合、事前の通知なしに、ユーザー登録の取消、

本サービスの全部もしくは一部へのアクセスの拒否・利用停止等、又

は、ユーザーに関連するコンテンツや情報の全部もしくは一部の削除

の措置をとることができるものとします。弊社は、その理由を説明す

る義務を負わないものとします。なお、弊社は、ユーザーが以下の各

号のいずれにも該当しないことを確認するために、弊社が必要と判断

する本人確認を行うことができ、確認が完了するまで本サービスの全

部もしくは一部へのアクセスの拒否・利用停止等の措置することがで

きます。（中略） 

(12)その他弊社がユーザーに相応しくないと判断した場合 

条項例 3-4（フィットネスクラブの利用規約において用いられている条項） 

会員が次の各号の一つに該当した場合、会社はその会員を、会員資格

の一時停止または除名とすることができるものとします。また会社は

その事由を会員に説明する義務を負わないものとします。（中略） 

（８）本ジムの会員としての品位を著しく損なうと認められた非行の

あった場合 
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１．専門調査会における検討 

契約条項の解釈（以下「第３．」において単に「解釈」ということがある。）に

ついてその権限を事業者のみに付与する条項（解釈権限付与条項）、及び、法律若

しくは契約に基づく当事者の権利・義務の発生要件該当性に関する決定（以下「第

３．」において「要件該当性の決定」又は単に「決定」ということがある。）につ

いてその権限を事業者のみに付与する条項（決定権限付与条項）については、中

間取りまとめにおいて、以下のように取りまとめられた8。 

 

【中間取りまとめの概要】 

・解釈権限付与条項については、決定権限付与条項との区別を明確にすること

ができるか否かを踏まえた上で、当該条項が消費者に与える不利益のほか、

当該条項を無効にすることとしたときに実務にどのような影響が生じるか

などを勘案しつつ、これを例外なく無効とする規定を設けることについて、

引き続き検討すべきである。 

・決定権限付与条項については、当該条項が消費者に与える不利益のほか、当

該条項の実務上の必要性やこれを無効にすることとしたときに実務にどの

ような影響が生じるかなどを勘案しつつ、一定の場合には当該条項を無効

とする規定を設けることも含め、引き続き検討すべきである。 

意見受付・ヒアリングにおいて寄せられた意見を踏まえ、更に検討した結果、

報告書では、前述「第１．」のとおり、他の契約条項の類型とあわせて引き続き検

討を行うものとして取りまとめられた。 

【意見受付・ヒアリングにおける主な意見】9 

・解釈権限付与条項については例外なく無効である旨の規定を設けるべきで

あり、決定権限付与条項については当該条項が消費者に与える不利益を上

回る業務上の必要性・相当性が認められる場合を除いて無効である旨の規

定を設けるべきであるとする意見もあった。 

・他方で、旅客船の「標準運送約款」に定められている①事業者による運送契

約の拒否・解除、②運航の中止・変更、③旅客の禁止行為と係員の指示に従

わない旅客に対する下船命令等について、輸送の安全を確保するため、事業

者のみが解釈権限・判断権限を持つことが必要不可欠である旨の指摘も見

られた。 

・また、「解釈権限」「決定権限」の区別は極めて困難と思われ、特に「解釈権

限付与条項」について、例外なく無効とすることには反対するという意見も

出された。 

                         
8 中間取りまとめ 42 頁。 
9 第 23 回資料１ 33 頁。 
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２．事例の収集・分析 

事例を収集した結果、消費者契約のすべての条項について、事業者に解釈権限

を付与する旨を規定したと考えられる条項があった（条項例 3-1、3-2）。また、

事業者が条項の解釈を行い、会員である消費者は事業者による解釈に従うものと

する旨を規定した条項や（条項例 3-1）、事業者が条項の解釈や条項該当性の決定

を行うこととした上で、事業者は消費者に対して自らが行った解釈や決定の理由

を説明することを要しない趣旨を規定した条項が見られた（条項例 3-3、3-4）。 

 

３．検討 

（１）基本的な考え方 

条項の解釈や、当事者の権利・義務の発生要件該当性の決定について、事業者

のみが権限を有しているとすると、実質的には、事業者が契約の内容を事後的か

つ一方的に決めることを許容する結果となり、消費者の権利・利益が侵害される

おそれがある。したがって、条項の解釈や要件該当性の決定に関する権限を事業

者のみに付与する条項は、類型的に不当性が高く、法第 10 条により無効になる可

能性があると考えられる。 

 

（２）すべての条項について事業者のみが解釈・決定を行うことの不当性（①） 

もっとも、インターネット上のサービス提供に際して、消費者がセキュリティ

ー上の問題があると考えられる行為に及ぶ可能性があるときに、事業者が自らの

判断で迅速に利用停止その他の対応を行う場合10等においては、条項の解釈や要

件該当性の決定を一次的に事業者が行うべき場合もあり得るところであり11、紛

争を予防する等の観点から条項として規定することも考えられる。 

そうだとしても、事業者による解釈又は決定それ自体が消費者の権利・利益を

侵害するおそれを有していることに照らすと、事業者による一次的な解釈や決定

が許容されるのは、事業を行う上で真にやむを得ない場合に限定されると考えら

れる。それにもかかわらず、すべての条項について包括的に事業者のみが解釈又

は決定を行うことができるとすれば、要するに、契約全体について事業者が事後

的かつ一方的に決める余地を認めることになり、明らかに不当である。 

また、事業者としては条項の解釈や要件該当性に疑義が生じたときには解釈権

                         
10 第 12 回専門調査会参考資料３〔古閑委員提出資料〕35 頁、37 頁参照。 
11 事業者による解釈や決定はあくまでも一次的なものにすぎず、消費者からの訴えにより裁判

所が解釈や決定を行うことを排除するものではない。仮に、裁判所による解釈や決定を排除す

る条項があれば、明らかに不当であり、法第 10 条により無効であると考えられる。 
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限・決定権限を行使して対応することを予め見込めることになるので、個別の条

項をより具体的、緻密に作成することが疎かになる懸念もある。事業者が条項を

丁寧に作成することは、紛争の予防等の点において事業者にとっても利益になる

ものであり、これを促すという政策的見地も考慮すべきであると考えられる。 

そこで、すべての条項について解釈や決定は事業者のみが行うものとする条項

は、例外なく無効とするという趣旨の規定を設けることが考えられるが、どう考

えるか。 

なお、事業者のみに解釈・決定する権限を付与する条項は、それが個別の条項

に限定されていたとしても、類型的に不当性が高く、法第 10 条により無効になる

可能性があると考えられる。事業者のみに解釈・決定する権限を付与する条項の

中でも、特に不当性が高いものを抽出し、それについては例外なく無効とする規

定を設けるというのが、ここで示した考え方である。したがって、仮に、すべて

の条項について解釈や決定は事業者のみが行うものとする条項は例外なく無効と

するという趣旨の規定を設けたとしても、個別の条項について事業者のみに解釈・

決定権限を付与する条項が法第 10 条によって無効になることを排除するもので

はないと考えられる。 

 

（３）消費者からの異議を排除することの不当性（②） 

また、事業者による一次的な解釈や決定が許容されるとしても、事業者による

解釈や決定の正当性（例えば、本当に要件に該当していたのか）を事後的に検証

し、不当であればそれを是正する機会が与えられなければ、消費者の権利・利益

が侵害されるおそれがあるから、事業者が行った解釈や決定について、事後的に

消費者が異議を述べることは、当然に認められるべきである。それにもかかわら

ず、消費者が異議を述べることすら排除する条項は、明らかに不当であると考え

られる。 

そこで、条項の解釈や当事者の権利・義務の発生要件該当性の決定は事業者が

行うものとし、さらには、消費者が事業者に対し事業者による解釈や決定につい

て異議を述べることも排除する条項は、例外なく無効とするという趣旨の規定を

設けることが考えられるが、どう考えるか。 

これに該当する条項として、具体的には、消費者は事業者の解釈に従う旨の条

項（条項例 3-1）は、消費者が事業者の解釈に異議を唱えることを封じていると

いうことができる場合には該当すると考えられる。また、事業者は消費者に対し

て自らが行った解釈や決定の理由を説明することを要しない趣旨を規定した条項

（条項例 3-3、3-4）も、消費者としては、理由が分からなければ異議を述べるこ

とが事実上不可能であるので、当該条項に該当すると考えられる。  
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第４．サルベージ条項 

「消費者契約法その他の法令の規定により無効とすべき消費者契約の条項につい

て、無効となる範囲を限定する条項は、無効とする」という趣旨の規定を設ける

考え方について、どう考えるか。 

 

条項例 4-1（インターネットビデオサービスの利用規約において用いられている

条項） 

弊社（中略）は、使用者に対して、（中略）これらの広告・宣伝物、情

報提供及びコンテンツについて、法律で許容される範囲において、一

切の責任を負わないものとします。（第 15 回事例 4-5-1） 

条項例 4-2（ネットワークサービスの利用規約において用いられている条項） 

裁判所において本規約のある規定が無効または執行不能とされた場合

には、当該規定は、有効かつ執行可能となるために必要な限度におい

て限定的に解釈されるものとします。（第 15 回事例 4-5-2） 

条項例 4-3（オンライン上の位置情報ゲームの利用約款において用いられている

条項） 

適用法令により許容される限度において、当社、●●、○○又は本サ

ービス若しくはコンテンツの作成、製作若しくは提供に関与したその

他の当事者のいずれも、（a）本規約に起因若しくは関連して、又は（b）

本サービスの利用（若しくは利用できないこと）により、又は（c）本

サービスの他のユーザー若しくはお客様が本サービスの利用に伴いコ

ミュニケーション若しくは交流するその他の者とのコミュニケーショ

ン、交流若しくは会合により生じた、いかなる間接的損害、偶発的損

害、特別損害、懲罰的損害賠償又は派生的損害（利益損失、データ若

しくは業務上の信頼の喪失、サービスの中断、コンピューターへのダ

メージ若しくはシステム障害又は代替サービスのための費用を含みま

す。）についても、当該責任が保証、契約、不法行為（過失を含みます。）、

製造物責任又はその他の法的根拠に基づくものであるかを問わず、ま

た、当社、●●、○○が当該損害の可能性を知っていたか否かを問わ

ず、たとえ本規約に定められた限定的な救済が、その本質的な目的を

達成できなかったと判明したとしても、お客様に対して責任を負いま

せん。一部の法域では、派生的損害又は偶発的損害に対する責任の除

外及び制限を認めていないため、上記の責任の制限が適用されるのは、

該当する法域の法令によって許容される最大限までとします。 

条項例 4-4（国際的な貨物輸送サービスのサービス約款において用いられている

条項） 

（前略）その他の国内強行法規が適用される場合、●●の責任はこれ

らの適用法規に準拠し、制限されるものとします。（中略）適用される

協定ルールまたはその他の国内強行法規がこれと異なる扱いを要求す
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る場合を除き、●●は、特別損害、付随損害または間接損害について

責任を負わないこととします。 

条項例 4-5（インターネット上の学習サービスの利用規約において用いられてい

る条項） 

本規約および規程等に定めるいずれかの条項が管轄権のある裁判所に

より無効である旨判断された場合には、かかる条項は、法律が許容す

る限りで、本来の条項の趣旨を最大限実現するように変更または解釈

されるものとし、また、本規約および規程等のその他の条項の効力に

は何らの影響を与えないものとします。 

条項例 4-6（オンライン上のメールの受取り・保管等のサービスに関する利用規

約において用いられている条項） 

当社は、当社による本サービスの提供の中断、停止、終了、利用不能

又は変更、会員が本サービスに送信したメッセージ又は情報の削除又

は消失、会員の登録の抹消、本サービスの利用による登録データの消

失又は設備等の故障若しくは損傷、その他本サービスに関して会員が

被った損害等につき、理由の如何を問わず、賠償する責任を負わない

ものとします。(中略) 

本規約のいずれかの条項又はその一部が、消費者契約法（平成 12 年法

律第 61 号）その他の法令等により無効又は執行不能と判断された場合

であっても、本規約の残りの規定及び一部が無効又は執行不能と判断

された規定の残りの部分は、継続して完全に効力を有するものとしま

す。 

 

１．専門調査会における検討 

サルベージ条項とは、本来であれば全部無効となるべき条項について、その効

力を強行法によって無効とされない範囲に限定する趣旨の条項（例えば、本来で

あれば無効となるべき条項に「法律で許容される範囲において」という文言を加

えたもの）である。 

専門調査会の中間取りまとめにおいては、「サルベージ条項を無効とする規定

を設けることについては、問題となった実例等を調査した上で、引き続き検討を

すべきである」とされた。意見受付・ヒアリングにおいて寄せられた意見を踏ま

え、更に検討した結果、報告書では、前述「第１．」のとおり、他の契約条項の類

型とあわせて引き続き検討を行うものとして取りまとめられた。 

 

【意見受付・ヒアリングにおける主な意見】12 

・消費者契約法や関係諸法に違反しない約款・契約作成についての事業者の責

                         
12 第 23 回資料１の 34 頁。 
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務を免除するものであり許されないという意見や、例外なく無効である旨

の規定を設けるべきであるという意見も見られた。 

・他方で、強行規定であっても、その適用範囲が必ずしも明確でない場合もあ

るし、法改正が行われる場合もあり、事業者が約款を定める時点において、

強行規定違反でないと判断しても、事後的にその判断が間違っていた場合

に備え、サルベージ条項を設けることは合理的であり、不当と判断されるべ

きではないという意見もあった。 

 

２．事例の収集・分析 

専門調査会では、サルベージ条項は国際的に事業を展開している事業者（多国

籍企業）において使用される傾向があるという指摘があったが13、調査した結果、

多国籍企業のみならず、国内で事業を行う事業者においても見られ、事業内容も

様々であった。 

 

３．検討 

（１）事業者に対して条項を明確に定める動機付けを与える政策的な必要性 

サルベージ条項は、本来は無効となるべき条項であるにもかかわらず、裁判所

が無効の判断をしない限り、どの範囲で無効なのかが不明確であり、その結果、

例えば、（条項例 4-1）の条項が用いられた場合、損害を受けた消費者は、条項の

文言から、損害賠償を請求することは一切できないと誤解するおそれがある。こ

のように、サルベージ条項は、消費者に対して条項が無効となる範囲を隠したま

ま有効な条項として機能することになり、これにより、消費者の権利を制限し又

は義務を加重する結果を招くおそれがある。 

サルベージ条項は、現時点においても様々な事業において用いられているとこ

ろ、今後、さらに用いられるようになると、消費者が不利益を受けるおそれは、

より一層高まることになる。 

サルベージ条項を用いる必要性として、事業者が不当な部分を正確に除外して

条項を定めることが困難であるという指摘があるが、条項を作成する事業者が不

当な部分を除去しなければ、消費者からはどの部分が不当なのかは分からないの

であり、消費者が不利益を受けるおそれを回避するためには、サルベージ条項を

無効とし、事業者に対して条項を明確に定める動機付けを与えるという政策的な

必要性があると考えられるが、どう考えるか。 

 

                         
13 第 12 回消費者契約法専門調査会議事録 25 頁〔井田委員発言〕。 



14 

（２）事業者が無効の範囲を操作できることの不当性 

一部が不当である条項について、条項の全部（つまり条項自体）が無効になる

ことがあり得るが、それにもかかわらず、事業者がサルベージ条項を用いること

で、不当である一部のみが無効になるとすれば、事業者は自らの意思で無効とな

る範囲を決めることが可能となる。 

例えば、（条項例 4-1）において、「法律で許容される範囲において」という文

言がなければ、事業者の損害賠償責任の全部を免除した条項として、条項の全部

（条項自体）が無効になるとも考えられる（法第８条第１項第１号、第３号、第

５号）。しかし、事業者が条項に「法律で許容される範囲において」という文言を

加えることで、条項の効力が法第８条第１項によって無効とされない範囲に限定

される結果、当該条項は、事業者の故意又は重過失によらない場合には一部につ

いてのみ損害賠償責任を負うことを規定した条項として、効力が維持されるとも

考えられる。 

一部が不当である条項がどの範囲で無効になるのかは、法律若しくは当該条項

又はその解釈によって決まるものであるが、サルベージ条項は、条項が無効にな

る範囲を事業者が一方的に操作することを許容し得る点においても、類型的に不

当性が高いといえるので、例外なく無効とする規定を設けることが考えられるが

どうか。 
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第５．軽過失による人身損害の賠償責任を一部免除する条項 

事業者の軽過失による消費者の生命又は身体の侵害（ただし、身体の侵害につ

いては、被害が重大であるものに限る。）によって生じた損害賠償責任の一部を免

除する条項について無効とする規定を設けるという考え方について、どう考える

か。 

 

条項例 5-1（介護付有料老人ホームの入居契約書において用いられていた条項） 

介護中における甲の責による怪我等の損害賠償は、ホーム加入の損害

賠償保険の範囲内にて行う。（※現在は使用されていない。） 

条項例 5-2（ベビーシッターサービスの利用規約において用いられている条項） 

１．●●（事業者名）及びベビーシッターは善良な管理の注意義務を

もって業務にあたるものとします。但し、お子様の特殊事情によって

発生した事故のうち、その特殊事情が受託者に事前に知らされてない

場合、●●及びベビーシッターはその責任を負担しないものとします。

また、お子様にすでに持病が認められ、これが悪化して発生したと認

められる事故についても同様とします。 

２．前項に定めるほか、万一、●●及びベビーシッターの責に帰すべ

き事由によってお子様に事故が発生した場合、●●はその費用負担に

おいて加入している損害保険契約にもとづいて支払われる保険金をも

って、その損害を補填するものとし、同保険金金額をもって限度とし

ます。また、その保険契約により担保される支払事由の範囲内におい

てのみ、その責任を負担するものとします。 

条項例 5-3（警備業（駆けつけサービス）の約款において用いられている条項） 

当社は、本約款に基づくサービスの提供時に損害が発生した場合につ

いて、以下のとおり定めます。ただし、損害の賠償は加入者または利

用者と当社の間で行うものとします。 

（1）当社の責による加入者または利用者への損害賠償 

①損害賠償の対象 

当社の故意または過失から直接加入者または利用者に与えた損害 

※当社の駆けつけ業務が適正に履行された場合は、その責任を負い

ません。 

②賠償額 

当社は法律上の賠償責任に基づき次の賠償額を限度として加入者

または利用者に損害金をお支払いします。（中略） 

（1）人的損害・物的損害併せて１事故につき１０億円まで。（後略） 

条項例 5-4（試合観戦約款（プロ野球）） 

主催者及び球場管理者は、観客が被った以下の損害の賠償について責

任を負わないものとする。但し、主催者若しくは主催者の職員等又は

球場管理者の責めに帰すべき事由による場合はこの限りでない。 
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（1）ホームラン・ボール、ファール・ボール、その他試合、ファンサ

ービス行為又は練習行為に起因する損害 

（2）暴動、騒乱等の他の観客の行為に起因する損害 

（3）球場施設に起因する損害 

（4）本約款その他主催者の定める規則又は主催者の職員等の指示に反

した観客の行為に起因する損害 

（5）第●条の入場拒否又は第●条の退場措置に起因する損害 

（6）前各号に定めるほか、試合観戦に際して、球場及びその管理区域

内で発生した損害 

2. 前項但書の場合において、主催者又は球場管理者が負担する損害

賠償の範囲は、治療費等の直接損害に限定されるものとし、逸失利

益その他の間接損害及び特別損害は含まれないものとする。但し、

主催者若しくは主催者の職員等又は球場管理者の故意行為又は重過

失行為に起因する損害についてはこの限りでない。 

事例 5-5（鉄道会社の旅客営業規則） 

（運行不能・遅延等の場合のその他の請求） 

第●条 旅客は、第●条～第●条に規定する事由（※）が発生した場合

は、その原因が当社の責に帰すべき事由によるものであるか否かにか

かわらず、第●条から前条に定める取扱いに限って請求することがで

きる。 

２ 旅客は、列車の運行不能若しくは遅延が発生した場合又は車両の故

障等により列車に乗車することができない場合は、前項に規定するも

のを除いて、その原因が当社の責に帰すべき事由によるものであるか

否かにかかわらず、一切の請求をすることはできない。 

※各条が規定する事由： 

・列車が運行不能となったとき 

・列車が運行時刻より遅延し、そのため接続駅で接続予定の列車の出発時刻から

1 時間以上にわたって目的地に出発する列車に接続を欠いたとき 

・車両の故障その他旅客の責任とならない事由によって、当該列車に乗車するこ

とができないとき等。 

 

１．現行法の規律及び専門調査会における検討 

事業者、その代表者又はその使用する者（履行補助者）の軽過失14に基づく債務

不履行又は不法行為によって生じた損害について、事業者の損害賠償責任の一部

を免除する条項は、現行の法第８条の規定の適用によっては無効とならない。 

このような現行法の規律を踏まえ、専門調査会では、法第８条に関する論点の

一つとして、事業者の軽過失により消費者の生命又は身体に生じた損害（以下「人

                         
14 以下、「第５．」において事業者の故意又は過失について述べる場合には、事業者、その代表

者及びその使用する者（履行補助者）の故意又は過失を指す。 



17 

身損害」という。）を賠償する責任の一部を免除する条項について検討が行われ、

中間取りまとめにおいて、以下のように取りまとめられた15。 

 

【中間取りまとめの概要】 

身体に生じた損害といってもその内容が様々であることも踏まえると、社

会的に有用な事業活動を阻害しないようにする等の観点から、一定の範囲で

事業者の免責を認めるべき必要性もあると考えられる。免責を認めるべき必

要性は、当該消費者契約の目的・種類・性質・内容その他の事情によって様々

であり、免責の内容や態様・程度も様々であることから、人身損害について、

こうした要素を考慮した上で無効とする規律とすることのほか、生命に生じ

た損害については一律に一部免除条項を無効とすることが考えられ、不当条

項の類型の追加と合わせ引き続き検討すべきである。 

 

意見受付・ヒアリングにおいて寄せられた意見を踏まえ、更に検討した結果、

報告書では、前述「第１．」のとおり、他の契約条項の類型とあわせて引き続き検

討を行うものとして取りまとめられた。 

 

【意見受付・ヒアリングにおける主な意見】16 

・生命損害の軽過失一部免除条項については、例外なく無効である旨の規定を

設けるべきであるとし、身体損害の軽過失一部免除条項については、当該条

項が消費者に与える不利益を上回る業務上の必要性・相当性が認められる

場合を除いて無効である旨の規定を設けるべきであるとする意見や、消費

者の被害回復の観点から、少なくともこのような条項を無効と推定する旨

の規定を置くべきであるという意見もあった。 

・他方で、世の中には、一定の危険が伴うスポーツや、スポーツ観戦等の興行、

被災地等での運送サービス等、消費者が一定の危険を引き受けることが前

提となっている消費者契約も存在していることを指摘する意見も見られ

た。 

 

２．事例の収集・分析 

事例の収集・分析については、第 14 回専門調査会において一定程度行ったとこ

ろであるが、報告書を踏まえ、更に収集・分析を行った。これらの結果を事業類

型ごとにまとめると、以下のとおりである。 

 

 

                         
15 中間取りまとめ 31 頁。 
16 第 23 回資料１ 34 頁。 
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（１）医療・介護・ベビーシッター 

医療契約（ないし診療契約）については、平成 19 年度の内閣府請負事業として

行われた調査では、美容整形手術の誓約書において「手術結果を含め貴院に対し

て一切の異議申立て等を行わないことを誓約いたします」という条項が用いられ

た実例が報告されているものの17、損害賠償責任の全部又は一部を免除する条項

の実例は現時点では見当たらなかった18。 

介護サービスについては、平成 21 年５月に適格消費者団体が介護付有料老人

ホームに対して入居契約書条項の不当条項の使用停止を申し入れた事案では、人

身損害の一部免除条項が用いられていたようであるが（条項例 5-119）、現時点で

は見当たらなかった。 

ベビーシッターサービスについては、事業者が加入する損害保険契約によって

支払われる限度とするという一部免除条項が見られた（条項例 5-2）。 

 

（２）警備業 

警備業（駆けつけサービス）の約款において、損害賠償の額を「人的損害・物

的損害併せて１事故につき 10 億円まで」と定める条項があった（条項例 5-3）。 

 

（３）危険を伴うスポーツ・スポーツ観戦 

消費者が身体への危険を伴うスポーツを行う場合については、近年流行してい

る新種のスポーツ等において、事業者の故意又は重過失による場合を排除するこ

となく、事業者は一切の責任を負わないという条項が見られる。 

スポーツ観戦については、プロ野球及び大相撲の観戦約款において人身損害に

ついて賠償の範囲を限定する条項を設けていたが（条項例 5-4。両者の内容はほ

ぼ同じである）、他のスポーツについては観戦約款が見当たらなかった。 

 

（４）鉄道 

鉄道会社の約款には、運行不能や遅延等の場合には、旅客運賃の限度で責任を

負うものとし、これを超える責任は負わない旨の規定が、一般的に用いられてい

                         
17 消費者契約における不当条項研究会『消費者契約における不当条項の横断的分析』（商事法

務）219 頁。 
18 なお、「1980 年代頃に、医療現場では患者から損害賠償免除合意を取り付ける運用が一部に

見られたことがある」という指摘もされている（米村滋人『医事法講義』（日本評論社）104

頁）。 
19 全国消費生活相談員協会が裁判外で差止めを申し入れた事案で、申し入れた結果、当該条項

は削除されたとのことである。http://www.zenso.or.jp/dantaisoshou/moushiire/j_13.html 
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る（条項例 5-5）。 

 

（５）その他 

なお、事業者は消費者の人身損害について一切の責任を負わないという条項は、

文房具等のオンライン販売やホテルの宿泊等に関する約款等においても見られた。 

 

３．検討 

（１）高度な類型的不当性 

事例を収集・分析した結果に照らすと、まず、消費者の人身損害についての損

害賠償責任を免除する条項としては、全部免除条項が様々な業種において散見さ

れるが、これらの条項は、現行法においても無効である（法第８条第１項第１号、

第３号）。 

検討対象である人身損害の損害賠償責任を一部免除する条項について見ると、

サービスの性質上人身損害の危険を伴うのであれば、事業者としては保険に加入

する等により人身損害の賠償責任を負うリスクに備えることができると考えられ

る。そのため、消費者に人身損害が生じ、それが事業者の軽過失によるため事業

者が損害賠償責任を負うにもかかわらず、その責任を免除する条項を設けること

が正当といえる場合は、基本的には想定し難いとも考えられる20。 

また、生命又は身体は法益としての重要性が高いことなどを踏まえ、民法の一

部を改正する法律案（第 189 回国会閣法第 63 号）においても、人の生命又は身体

の侵害による損害賠償請求権の消滅時効については時効期間を伸長する特則が設

けられている21。 

このように、生命又は身体が法益として重要であることや、事業者は保険等に

より対応できると考えられることから、人身損害の損害賠償責任を一部免除する

                         
20 この点について、プロ野球を観戦中にファウルボールによって失明した事故に関する札幌高

判平成 28 年 5 月 20 日（裁判所ウェブサイト）が、プロ野球の観戦約款における人身損害につ

いて賠償の範囲を限定する条項について、「控訴人ファイターズが、試合中にファウルボール

が観客に衝突する事故の発生頻度や傷害の程度等に関する情報を保有し得る立場にあり（証拠

略）、ある程度の幅をもって賠償額を予測することは困難ではなく、損害保険又は傷害保険を

利用することによる対応も考えられることからすれば、このような対応がないまま上記の条項

が本件事故についてまで適用されるとすることは、消費者契約法 10 条により無効である疑い

があ」ると判断していることが参考になると考えられる。 
21 同法律案第 167 条は、「人の生命又は身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効について

の前条第一項第二号の規定の適用については、同号中『十年間』とあるのは、『二十年間』と

する」と規定している。また、同 724 条の２は、「人の生命又は身体を害する不法行為による

損害賠償請求権の消滅時効についての前条第一号の規定の適用については、同号中『三年間』

とあるのは、『五年間』とする」と規定している。 
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条項は、原則として無効といえる程度に類型的に不当性が高いとも考え得るので

はないか22。 

 

（２）旅客運送契約についての商法改正法案 

もっとも、鉄道等の旅客運送契約については、昨年国会に提出された商法改正

法案において、人身損害の損害賠償責任に関する規定が設けられており、この点

を踏まえて規定を設ける必要性についても検討する必要がある。 

すなわち、旅客運送については、現代における社会的インフラであり、かつ、

その運輸機関内に旅客を乗せて場所的に移動する際の危険性を伴うという特色を

有していることを踏まえ、商法及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律案

（第 192 回国会内閣提出法案第 16 号）では、商法を改正し、旅客の人身損害に関

する運送人の損害賠償責任について片面的強行規定を設け免責特約を無効にする

とともに（新商法第 591 条第１項）、一定の場合には免責特約を無効としないもの

とされた23。 

免責特約を無効としない場合について、具体的には、①運送の遅延を主たる原

因とする運送人の責任については、遅延に当たるか否かの基準が曖昧であり、特

に大量輸送をする運送事業に与える影響の大きさを踏まえると、その免責特約を

一律に無効とするのではなく、個別事案に応じて、消費者契約法又は民法により

無効か否かを判断すべきであると考えられることから、「運送の遅延を主たる原

因とするもの」が適用除外とされ（新商法第 591 条第１項かっこ書き）24、②災害

が発生した地域における運送に関する運送人の責任については、このような運送

をすべき社会的な必要性が大きい一方、基本的に賠償責任保険の適用がないため

に運送事業者が高いリスクを負うことを踏まえ、その免責特約を一律に無効とす

るのは相当でないと考えられることから、大規模な災害が発生し又は発生するお

それがある場合において運送を行う場合が適用除外とされ（同条第２項第１号）
25、③特に運送により生命又は身体が危険にさらされる重病者等を運送する場合

について、現在でも運送事業者の運送引受義務が免除されていることを前提に、

                         
22 なお、商法及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律案（第 192 回国会内閣提出法案第

16 号）では、商法を改正し、旅客の人身損害に関する運送人の損害賠償責任について片面的

強行規定を設け免責特約を無効にするとともに、一定の場合には免責特約を無効としないもの

とする規定を設けるものとされた（新商法第 591 条）。 
23 商法（運送・海商関係）部会旅客運送分科会資料６「商法（旅客運送関係）の改正に関する

要綱案の取りまとめに向けた検討（２）」５頁。 
24 商法（運送・海商関係）部会旅客運送分科会資料６「商法（旅客運送関係）の改正に関する

要綱案の取りまとめに向けた検討（２）」６頁。 
25商法（運送・海商関係）部会旅客運送分科会資料６「商法（旅客運送関係）の改正に関する

要綱案の取りまとめに向けた検討（２）」６頁。 
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このような場合についてまで画一的に片面的強行規定を及ぼすことにより、かえ

って、真に運送サービスを必要とする者が運送されなくなり、その者の生命又は

身体の保護に欠けるところとなることは適当でないと考えられることから、運送

に伴い通常生ずる振動その他の事情により生命又は身体に重大な危険が及ぶおそ

れがある者の運送を行う場合も適用除外とされた（同項第２号）26。 

 

（３）身体の侵害について被害が重大であるものに限定する考え方について 

また、身体侵害については、被害が軽微であれば、事業者の軽過失により生じ

た損害であることも踏まえると、必ずしも類型的に不当性が高いとまではいえな

いと考えられるので、身体侵害の被害が重大である場合に限り無効とする規定を

設けることとし、被害が軽微である場合については法第 10 条の適用に委ねると

いう考え方もあり得ると考えられるが、どう考えるか。 

なお、参考になり得る他の法令として、消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号）

は、「消費者事故」のうち「その被害が重大であるものとして政令で定める要件に

該当するもの」を「重大事故等」とし（第２条第７項第１号）、商品等が消費安全

性を欠くことにより重大事故等が発生した場合における消費者庁長官の事業者に

対する勧告及び命令権限等を規定している（第 40 条第１項等）。そして、消費者

安全法施行令（平成 21 年政令第 220 号）では、「政令で定める要件」として、「消

費者の生命又は身体について次の各号のいずれかに該当する程度の被害が発生し

たこととする」と規定されており、各号としては、「死亡」、「負傷又は疾病であっ

て、これらの治療に要する期間が三十日以上であるもの又はこれらが治ったとき

（その症状が固定したときを含む。）において内閣府令で定める程度の身体の障

害が存するもの」及び「一酸化炭素その他の内閣府令で定める物質による中毒」

が規定されている。 

  

                         
26 商法（運送・海商関係）部会旅客運送分科会資料７「商法（旅客運送関係）の改正に関する

要綱案のたたき台」１頁。 
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【参考条文】 

○消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号） 

（定義）  

第二条 （略） 

５ この法律において「消費者事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。  

一 事業者がその事業として供給する商品若しくは製品、事業者がその事業のために提供し

若しくは利用に供する物品、施設若しくは工作物又は事業者がその事業として若しくはそ

の事業のために提供する役務の消費者による使用等に伴い生じた事故であって、消費者の

生命又は身体について政令で定める程度の被害が発生したもの（その事故に係る商品等又

は役務が消費安全性を欠くことにより生じたものでないことが明らかであるものを除く。）

（略） 

７ この法律において「重大事故等」とは、次に掲げる事故又は事態をいう。  

一 第五項第一号に掲げる事故のうち、その被害が重大であるものとして政令で定める要件

に該当するもの（略） 

 

○消費者安全法施行令（平成 21 年政令第 220 号） 

第四条 法第二条第七項第一号 の政令で定める要件は、消費者の生命又は身体について次の各

号のいずれかに該当する程度の被害が発生したこととする。 

一 死亡  

二 負傷又は疾病であって、これらの治療に要する期間が三十日以上であるもの又はこれら

が治ったとき（その症状が固定したときを含む。）において内閣府令で定める程度の身体の

障害が存するもの 

三 一酸化炭素その他の内閣府令で定める物質による中毒 

 

○消費者安全法施行規則（平成 21 年内閣府令第 48 号） 

（身体の障害）  

第五条 令第四条第二号 の内閣府令で定める身体の障害は、次に掲げるものとする。  

一 次に掲げる視覚障害であって、長期にわたり身体に存するもの 

イ 両眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常がある者について

は、矯正視力について測ったものをいう。以下同じ。）がそれぞれ〇・一以下のもの 

ロ 一眼の視力が〇・〇二以下、他眼の視力が〇・六以下のもの 

ハ 両眼の視野がそれぞれ一〇度以内のもの 

ニ 両眼による視野の二分の一以上が欠けているもの 

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害であって、長期にわたり身体に存するもの 

イ 両耳の聴力レベルがそれぞれ七〇デシベル以上のもの 

ロ 一耳の聴力レベルが九〇デシベル以上、他耳の聴力レベルが五〇デシベル以上のもの 

ハ 両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が五〇パーセント以下のもの 

ニ 平衡機能の著しい障害 

三 次に掲げる嗅覚の障害 

イ 嗅覚の喪失 

ロ 嗅覚の著しい障害であって、長期にわたり身体に存するもの 
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四 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害 

イ 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の喪失 

ロ 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の著しい障害であって、長期にわたり身体に存

するもの 

五 次に掲げる肢体不自由 

イ 一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害であって、長期にわたり身体に存するも 

 の 

ロ 一上肢又は一下肢のいずれかの指を末節骨の一部以上で欠くもの 

ハ 一上肢若しくは一下肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢の 

三指以上の機能の著しい障害であって、長期にわたり身体に存するもの 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、その程度がイからハまでに掲げる障害の程度以上 

であると認められる障害 

六 循環器、呼吸器、消化器又は泌尿器の機能の障害であって、長期にわたり身体に存し、

かつ、日常生活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの  

 

（重大事故等に該当することとなる中毒の原因となる物質）  

第六条 令第四条第三号 の内閣府令で定める物質は、一酸化炭素とする。 

 

○消費生活用製品安全法（昭和 48 年法律第 31 号） 

（定義） 

第二条 （略） 

５ この法律において「製品事故」とは、消費生活用製品の使用に伴い生じた事故のうち、次

のいずれかに該当するものであつて、消費生活用製品の欠陥によつて生じたものでないこと

が明らかな事故以外のもの（他の法律の規定によつて危害の発生及び拡大を防止することが

できると認められる事故として政令で定めるものを除く。）をいう。  

一 一般消費者の生命又は身体に対する危害が発生した事故 

二 消費生活用製品が滅失し、又はき損した事故であつて、一般消費者の生命又は身体に対

する危害が発生するおそれのあるもの  

６ この法律において「重大製品事故」とは、製品事故のうち、発生し、又は発生するおそれ

がある危害が重大であるものとして、当該危害の内容又は事故の態様に関し政令で定める要

件に該当するものをいう。 

 

○消費生活用製品安全法施行令（昭和 49 年政令第 48 号） 

（重大製品事故の要件）  

第五条 法第二条第六項の政令で定める要件は、次のいずれかとする。  

一 一般消費者の生命又は身体に対し、次のいずれかの危害が発生したこと。 

イ 死亡 

ロ 負傷又は疾病であつて、これらの治療に要する期間が三十日以上であるもの又はこれ

らが治つたとき（その症状が固定したときを含む。）において内閣府令で定める身体の障

害が存するもの 

ハ 一酸化炭素による中毒 

二 火災が発生したこと。 
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○消費生活用製品安全法の規定に基づく重大事故報告等に関する内閣府令（平成 21 年内閣府令

第 47 号） 

（身体の障害）  

第二条 令第五条第一号 ロの内閣府令で定める身体の障害は、次に掲げるものとする。  

一 次に掲げる視覚障害であって、長期にわたり身体に存するもの 

イ 両眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常がある者について

は、矯正視力について測ったものをいう。以下同じ。）がそれぞれ〇・一以下のもの 

ロ 一眼の視力が〇・〇二以下、他眼の視力が〇・六以下のもの 

ハ 両眼の視野がそれぞれ一〇度以内のもの 

ニ 両眼による視野の二分の一以上が欠けているもの 

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害であって、長期にわたり身体に存するもの 

イ 両耳の聴力レベルがそれぞれ七〇デシベル以上のもの 

ロ 一耳の聴力レベルが九〇デシベル以上、他耳の聴力レベルが五〇デシベル以上のもの 

ハ 両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が五〇パーセント以下のもの 

ニ 平衡機能の著しい障害 

三 次に掲げる嗅覚の障害 

イ 嗅覚の喪失 

ロ 嗅覚の著しい障害であって、長期にわたり身体に存するもの 

四 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害 

イ 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の喪失 

ロ 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の著しい障害であって、長期にわたり身体に存

するもの 

五 次に掲げる肢体不自由 

イ 一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害であって、長期にわたり身体に存するも 

 の 

ロ 一上肢又は一下肢のいずれかの指を末節骨の一部以上で欠くもの 

ハ 一上肢若しくは一下肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢

の三指以上の機能の著しい障害であって、長期にわたり身体に存するもの 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、その程度がイからハまでに掲げる障害の程度以上

であると認められる障害 

六 循環器、呼吸器、消化器又は泌尿器の機能の障害であって、長期にわたり身体に存し、

かつ、日常生活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの 

 

○商法及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律案（平成 28 年閣法第 16 号） 

（特約禁止） 

第五百九十一条 旅客の生命又は身体の侵害による運送人の損害賠償の責任（運送の遅延を主

たる原因とするものを除く。）を免除し、又は軽減する特約は、無効とする。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。 

一 大規模な火災、震災その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において運

送を行うとき。 

二 運送に伴い通常生ずる振動その他の事情により生命又は身体に重大な危険が及ぶおそれ

がある者の運送を行うとき。 




